農地法第４条・第５条申請添付書類

◎　一般的な申請に必要な添付書類ですので，申請内容により下記必要書類のほかに添付していただくことがあります。

	◆受付期間：毎月１８日～２５日（最終日が閉庁日の場合は，前開庁日まで）

＊申請書類が受付終了の時点で不備な場合は次月の申請になります。

◆提出書類：１部提出してください。


＊　代理申請の場合は委任状が必要になります。

１．申請人の住民票抄本【申請日前３ヶ月以内に発行されたものの写し等】

・譲受（借受）人の住所が小美玉市以外の場合
２．申請農地の登記事項証明書【申請日前３ヶ月以内に発行された原本】（登記情報提供サービス不可）
・全部事項証明書の，記載住所と現住所が異なる場合は住民票等添付
（登記名義人が死亡している場合）

・①相続関係図②戸籍・除籍謄本③遺産分割協議書又はこれに代わるべき同意書等の相続関係が確認できる書面
３．申請農地の公図の写し
・申請農地の公図写しに申請地と点で接する隣接地の地番・地目・面積・所有者・耕作者を記載した　もので，事業区域が分かるよう色枠で表示
４．配置図または土地利用計画図（処理については、申請書にも詳しく記載すること）


・建物または施設の位置・種類・規模・隣接境界・施設間の距離・道路幅員・取水・雨水・雑排水・汚水

・の給排水計画・放流先を明示したもの
・資材置場については，資材の種類・位置・数量を明示したもの

５．農地以外の土地もあわせて利用する場合

・全体の配置図または土地利用計画図
・既存施設がある場合は位置・種類・規模・隣接境界・施設間の距離・道路幅員・取水・雨水・雑排水・汚水の給排水計画・放流先を明示したもの

６．建物の平面図（200分の1～30分の1）
７．造成・建築等に要する費用の見積書
８．転用計画に要する資金証明

・預貯金残高証明書，融資（見込み）証明書，金銭貸与証明書，贈与者の残高証明書等

※夫婦間で融資をする場合はそれを証明（契約書等）できるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・預金残高証明書に代えて事業資金を預けた預貯金口座の通帳の写し等でも可とし，その場合，通帳等の表紙及び記帳のある最終ページの写しに，申請者本人の原本証明を付したものであること

≪証明例；この預貯金口座の通帳の写しは原本と相違ないことを証明する。　平成年月日　　氏名㊞≫
９．事業計画書・・事業が必要になった理由を詳細に記入

１０．土地の埋立て等の規制に関する許可申請書の写し、又は意見書等の写し →本庁環境課　
・許可申請書に受付印あるものの写し（許可後許可書の写しを提出）
１１．埋蔵文化財の照会 → 教育委員会生涯学習課　生涯学習センター（高崎291-3）　26-9111

・照会申請書に受付印あるものの写し，又は文化財区域内の場合は回答書の写し
１２．転用予定地内に道路・水路等がある場合
・措置を明らかにした書面（廃止又は付け替えの許可又は申請の写し）土地取得にあっては，許可又は許可権者の受理がなされた書面の写し

１３．土地改良区の意見書〔例：石岡台地土地改良区（石岡市貝地2-5-5）　22-2010〕
１４．都市計画法による開発許可又は建築許可の適用のあるものは許可申請書の写し

１５．地籍測量図（一筆の一部を転用する場合）

・図１枚中に筆全体と転用区域、求籍図（座標図）を明示したもの

１６．定款・法人登記事項証明書・事業概要書【申請日前３ヶ月以内に発行された原本】
・申請者が法人又は団体の場合

１７．事業経歴書（建売分譲住宅・資材置場・駐車場等の場合）

１８．事業運営に必要となる免許，資格等を必要とする場合は証明する書面又は免許等の写し
１９．農地復元工事工程表（一時転用の場合）

２０．事業実績書（資材置場の場合）
２１．数量（品目、台数）算定根拠説明書（資材置場・駐車場等の場合）

・駐車スペースを伴う事業で，20台以上の駐車場を設ける場合
２２．需要説明書（貸駐車場の場合）
・周辺住民・企業側の要望の場合はその要望書，不特定多数の者が対象の場合は，事業者側からみた需要見込みを説明した書面
２３．始末書（すでに着工してしまった場合）・・・現況写真添付
・以前の申請時に始末書添付で申請であった場合は農地に復旧してから申請
２４．再生可能エネルギーの固定価格買取制度で売電する場合は経済産業省の再生可能エネルギー発電設備の認定書・電力会社からの接続検討の回答書（再生可能エネルギー発電設備の場合）
申請受理後に申請地の現地調査を行います。転用範囲が判るよう杭・仮杭等を設置してください。











